
歳出
（目的別）

災害復旧費   1億37万円　0.8%
災害に伴う施設復旧などの費用

教育費   14億1,374万円　11.2%
幼稚園や小・中学校の管理、生涯学習・文化・スポーツ振興などの費用

公債費
15億5,297万円　12.3%
国や金融機関からの
借入金（市債）返済の費用

民生費
46億2,175万円　36.7%
高齢者、障害者、児童の福祉などの費用

議会費   1億6,942万円　1.3%
議会運営のための費用

商工費　1億7,733万円　1.4%
商工業・観光振興などの費用

農林水産業費
3億4,682万円　2.8%
農業林業振興などの費用

消防費 
7億6,769万円　6.1%
消防・救急活動、防災対策などの費用

衛生費
8億6,532万円　6.9%
健診や予防接種、ごみ処理などの費用

総務費
14億6,096万円　11.6%
人件費や情報化推進など、
市運営全般の費用土木費

11億1,812万円　8.9%
道路・公園の整備、公営住宅の
維持管理などの費用

次年度への繰越金
歳入総額 歳出総額

130億8,155万円－125億9,449万円＝4憶8,706万円

市民一人当たりに使われたお金
448,905円

＊H31.4.1現在の常住人口28,056人より

一般会計 歳入総額

130億8,155万円
（前年度比 2.0％の増）

一般会計 歳出総額

125億9,449万円
（前年度比 2.１％の増）

自
主
財
源

依
存
財
源 歳入

分担金および負担金
6,428万円　0.5%
保育料など

使用料および手数料
2億9,371万円　2.2%
公共施設使用料や
証明交付手数料など

諸収入
3億2,930万円　2.5%
貸付金の元利収入など

繰入金　6億468万円　4.6%
基金の取り崩しなど

交付金　6億1,853万円　4.8%
地方消費税や地方特例交付金など

市税　39億4,205万円　30.1%
市民税や固定資産税など

繰越金
4億8,924万円　3.7%
前年度からの繰越金

財産収入、寄附金
5,107万円　0.4%
市有地貸付金など

地方譲与税
1億5,118万円　1.2%
国が徴収した自動車重量税などから
分配されたもの

市債
11億7,370万円　9.0%
建設事業などを行うための
国や金融機関からの借入金

国・県支出金
26億330万円　19.9%
国や県からの補助金など

地方交付税
27億6,051万円　21.1%
市町村が等しく行政サービスを提供できるよう
一定の基準で国から交付されたもの

※平成26年4月からの消費税増税分にかかる地方消費税交付金（2億1,563万円）は、
　全て社会保障費に充てられています。詳しくは、市ホームページをご覧ください。
※都市計画税（2億8,719万円）は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業などに充てられています。
　詳しくは、市ホームページをご覧ください。

市民一人当たりの負担（納税額）
140,506円

財政調整基金の状況

　基金残高は、平成20年度から取り組
んでいる行財政健全化計画により増加
傾向にありましたが、平成30年度以降
は財源不足の解消などのための取り崩
しにより減少しております。

市民一人当たり
22,078円
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市債の状況

特別会計・公営企業会計の決算

高萩市の財政状況を示す指標

　市債残高は、住宅公社解散に伴い市
債（約47億円）を発行した平成22年度
をピークに減少しています。昨年度は、
償還額に比べ発行額を抑えたため減少
しました。

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険（保険事業）

介護保険（介護サービス）

霊園事業（秋山菖蒲霊園）

霊園事業（高萩霊園）

特別会計名 歳　入 前年度比歳　出前年度比

28億5,248万円

3億5,814万円
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844万円
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工業用
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収益的収支

資本的収支
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公営企業会計名 収　入 前年度比支　出前年度比

7億6１6万円

8,232万円

2億993万円

580万円

△1.1%

△2．4%

0.9%

皆増  

5億6，093万円

2億8，521万円

1億7，802万円

6，184万円

6.4%

△3．7%

20.8%

55．１%

健全化判断比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

一般会計等の赤字の比率

一般会計や公営企業会計を含めた市全体の赤字の比率

市税等の年間収入に対して、公債費（借入金返済額）が占める比率

市税等の年間収入に対して、将来にわたって支払う実質的な負担
（借入金など）の比率［100％が1年分相当］

指標名と内容 平成29年度 平成30年度 令和元年度 早期健全化基準

14.00

19.00

25.0

350.0

該当なし

該当なし

10.2

67.9

該当なし

該当なし

10.5

60.2

該当なし

該当なし

11.6

78.7

資金不足比率
水道事業

工業用水道事業
公営企業会計の事業規模に対する資金不足額の比率

指標名と内容 平成29年度 平成30年度 令和元年度 早期健全化基準

20.0

20.0

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

資金不足比率

　地方公共団体は、地方公共団体の財政の健全化に関す
る法律（健全化法）により、毎年度、実質的な赤字や外郭団
体を含めた実質的な将来負担などを表す指標（健全化判
断比率・資金不足比率）を議会に報告し、公表しています。

　本市においては、いずれの指標も下表のとおり、地方公
共団体の財政の健全性を示す早期健全化基準以下となっ
ております。
　今後も、より効果的かつ効率的な財政運営に努めます。
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歳出
（目的別）

災害復旧費   1億37万円　0.8%
災害に伴う施設復旧などの費用

教育費   14億1,374万円　11.2%
幼稚園や小・中学校の管理、生涯学習・文化・スポーツ振興などの費用

公債費
15億5,297万円　12.3%
国や金融機関からの
借入金（市債）返済の費用

民生費
46億2,175万円　36.7%
高齢者、障害者、児童の福祉などの費用

議会費   1億6,942万円　1.3%
議会運営のための費用

商工費　1億7,733万円　1.4%
商工業・観光振興などの費用

農林水産業費
3億4,682万円　2.8%
農業林業振興などの費用

消防費 
7億6,769万円　6.1%
消防・救急活動、防災対策などの費用

衛生費
8億6,532万円　6.9%
健診や予防接種、ごみ処理などの費用

総務費
14億6,096万円　11.6%
人件費や情報化推進など、
市運営全般の費用土木費

11億1,812万円　8.9%
道路・公園の整備、公営住宅の
維持管理などの費用

次年度への繰越金
歳入総額 歳出総額

130億8,155万円－125億9,449万円＝4憶8,706万円

市民一人当たりに使われたお金
448,905円

＊H31.4.1現在の常住人口28,056人より

一般会計 歳入総額

130億8,155万円
（前年度比 2.0％の増）

一般会計 歳出総額

125億9,449万円
（前年度比 2.１％の増）

自
主
財
源

依
存
財
源 歳入

分担金および負担金
6,428万円　0.5%
保育料など

使用料および手数料
2億9,371万円　2.2%
公共施設使用料や
証明交付手数料など

諸収入
3億2,930万円　2.5%
貸付金の元利収入など

繰入金　6億468万円　4.6%
基金の取り崩しなど

交付金　6億1,853万円　4.8%
地方消費税や地方特例交付金など

市税　39億4,205万円　30.1%
市民税や固定資産税など

繰越金
4億8,924万円　3.7%
前年度からの繰越金

財産収入、寄附金
5,107万円　0.4%
市有地貸付金など

地方譲与税
1億5,118万円　1.2%
国が徴収した自動車重量税などから
分配されたもの

市債
11億7,370万円　9.0%
建設事業などを行うための
国や金融機関からの借入金

国・県支出金
26億330万円　19.9%
国や県からの補助金など

地方交付税
27億6,051万円　21.1%
市町村が等しく行政サービスを提供できるよう
一定の基準で国から交付されたもの

※平成26年4月からの消費税増税分にかかる地方消費税交付金（2億1,563万円）は、
　全て社会保障費に充てられています。詳しくは、市ホームページをご覧ください。
※都市計画税（2億8,719万円）は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業などに充てられています。
　詳しくは、市ホームページをご覧ください。

市民一人当たりの負担（納税額）
140,506円

財政調整基金の状況

　基金残高は、平成20年度から取り組
んでいる行財政健全化計画により増加
傾向にありましたが、平成30年度以降
は財源不足の解消などのための取り崩
しにより減少しております。

市民一人当たり
22,078円
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市債の状況

特別会計・公営企業会計の決算

高萩市の財政状況を示す指標

　市債残高は、住宅公社解散に伴い市
債（約47億円）を発行した平成22年度
をピークに減少しています。昨年度は、
償還額に比べ発行額を抑えたため減少
しました。

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険（保険事業）

介護保険（介護サービス）

霊園事業（秋山菖蒲霊園）

霊園事業（高萩霊園）

特別会計名 歳　入 前年度比歳　出前年度比

28億5,248万円

3億5,814万円

28億8,749万円

844万円

821万円

7,847万円

△7.2%

2.2%

3.8%

22.9%

49.6%

332.8%

28億2,914万円

3億5,771万円

27億2,860万円

653万円

757万円

7,726万円

△7.1%

2.1%

2.2%

16.3%

389.9%

527.6%

水道事業

工業用
水道事業

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

公営企業会計名 収　入 前年度比支　出前年度比

7億6１6万円

8,232万円

2億993万円

580万円

△1.1%

△2．4%

0.9%

皆増  

5億6，093万円

2億8，521万円

1億7，802万円

6，184万円

6.4%

△3．7%

20.8%

55．１%

健全化判断比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

一般会計等の赤字の比率

一般会計や公営企業会計を含めた市全体の赤字の比率

市税等の年間収入に対して、公債費（借入金返済額）が占める比率

市税等の年間収入に対して、将来にわたって支払う実質的な負担
（借入金など）の比率［100％が1年分相当］

指標名と内容 平成29年度 平成30年度 令和元年度 早期健全化基準

14.00

19.00

25.0
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該当なし
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資金不足比率
水道事業

工業用水道事業
公営企業会計の事業規模に対する資金不足額の比率

指標名と内容 平成29年度 平成30年度 令和元年度 早期健全化基準

20.0

20.0

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

資金不足比率

　地方公共団体は、地方公共団体の財政の健全化に関す
る法律（健全化法）により、毎年度、実質的な赤字や外郭団
体を含めた実質的な将来負担などを表す指標（健全化判
断比率・資金不足比率）を議会に報告し、公表しています。

　本市においては、いずれの指標も下表のとおり、地方公
共団体の財政の健全性を示す早期健全化基準以下となっ
ております。
　今後も、より効果的かつ効率的な財政運営に努めます。
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額
は
1
3
0
億
8
1
5
5
万
円
で
、
自
主
財
源
の
代

表
的
な
も
の
で
あ
る
「
市
税
」
が
約
39
億
4
0
0
0
万
円
（
前
年
度
比
約
7
0
0
0
万
円

の
増
）、
依
存
財
源
の
代
表
的
な
も
の
で
あ
る
「
地
方
交
付
税
」
が
約
27
億
6
0
0
0
万

円
（
前
年
度
比
約
２
億
2
0
0
0
万
円
の
減
）
と
な
り
、
全
体
で
は
約
2
億
5
0
0
0
万

円
の
増
（
前
年
度
比
2
・
0
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
歳
出
総
額
は
1
2
5
億
9
4
4
9
万
円
で
、
使
途
を
目
的
別
で
み
る
と
、
市

民
の
福
祉
の
増
進
な
ど
の
た
め
に
使
わ
れ
る
「
民
生
費
」
が
ト
ッ
プ
で
、
全
体
の
３
割
以

上
を
占
め
て
い
ま
す
。
前
年
度
か
ら
の
伸
び
率
は
、
仮
設
庁
舎
の
解
体
工
事
が
完
了
し

た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、「
災
害
復
旧
事
業
費
」
が
37
・
6
％
の
減
と
な
っ
た
一
方
で
、
認
定
こ

ど
も
園
整
備
支
援
事
業
の
実
施
な
ど
に
よ
り
、
全
体
で
は
約
２
億
6
0
0
0
万
円
の
増

（
前
年
度
比
2
・
1
％
）
と
な
り
ま
し
た
。

■
問
合
せ
　
財
政
課
　
☎
23
ー
2
1
1
3
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ま ち の 話 題
教育委員の選任

左から大部市長・立原代表取締役・髙木磯原支店長

増子 惠美さん

左から大部市長・田中水戸支社長

左から土田技術部長・大部市長

左から武藤総支社長・大部市長左から大部市長・柴田さんご夫婦

主張発表する山口さん

　敬老の日に合わせ、大部市長が今
年100歳を迎える市内の高齢者の自
宅や利用している施設を訪問し、お
祝いの言葉とともに、国や県、市か
らのお祝い状と記念品を贈りました。
今年度に市内で100歳を迎えるの
は、大正9年生まれの齋藤一さん

（写真右）をはじめ9人になります。

100歳を迎えられる方を
市長がお祝い23

9

　株式会社エム・ディー精密より、
常陽銀行の寄贈サービス付私募債

「社会貢献応援債」を活用した寄付を
いただきました。災害対応に使用す
る消防用ドローンの導入に活用させ
ていただきます。同社からは、昨年
もウエイトリフティング競技用ゴム
マットをいただいております。

SDGs事業の活動推進へ
防災機器購入費の寄贈24

9

　女性活躍の推進と子育て世帯を応
援するため、子を持つ父親などを対
象としたセミナー「パパのための家
事シェアのトリセツ」がオンライン上
で開催されました。講師はNPO法人
tadaima！代表の三木智有氏。参加
者は家族が心地よく家事を助け合う
ための方法などを学びました。

家事分担で家族仲良し(^^)
オンラインセミナー開催26

9 フェイスシールドを市と
市内小中学校に寄贈30

9

　市と明治安田生命保険相互会社は、
市民のみなさんの健康増進ほか、福
祉や教育など全8項目について、相互
連携と協働活動により、迅速かつ適
切に対応することを目的とした包括
連携協定を締結しました。このほか、
同社から新型コロナウイルス感染症
対策として寄付をいただきました。

　光和株式会社より、新型コロナウ
イルス感染症対策に役立ててほしい
と、同社製フェイスシールド2,600
個を市と市内小中学校に寄贈いただ
きました。寄贈を受けた大部市長は

「新型コロナウイルスの感染拡大防
止のため有効に活用させていただき
ます」と感謝の言葉を述べました。

市民の健康増進などに
関する協定を締結19

10

　台風などにより大規模な停電が発
生した際、電力の早期復旧に向けた
協力体制の構築と強化を図るととも
に、連絡員の派遣要請などができる
体制をつくるため、市と東京電力パ
ワーグリッド株式会社茨城総支社は

「災害時における停電復旧の連携に
関する基本協定」を締結しました。

災害時における停電復旧の
連携基本協定を締結16

10

　柴田尚志さん・千賀子さんご夫婦
より、英語と日本語が併記された絵
本「カイくんのおさんぽ」50冊を寄贈
いただきました。絵本は、新型コロ
ナウイルスの影響で通学できずにい
たお孫さんのためにお二人で制作し
たもの。市内の幼稚園や小中学校、
図書館に設置させていただきます。

バイリンガルの絵本を
市に寄贈13

10

　今回で42回目を迎える大会が県
立青少年会館で開催され、県内98
校の中学生7,807人の応募の中か
ら、審査で選ばれた10人が日頃抱
いている思いや考えなどを発表しま
した。本市からは松岡中学校２年生
の山口愛菜さんが登壇し、主題「メッ
セージ」を堂々と発表しました。

みんなの心に響け！
「少年の主張」県大会26

9

　9月30日に任期満了となった
増子惠美さんが再任されました。
新たな任期は令和6年9月30日ま
での４年間です。

ます こ え み

さいとう た け か つ

やまぐち あ い な

み    き とも あり

しば た ひ さし ち  か  こ

市財政の項目 金　額 率（％） 家計簿の項目 金　額
市税 39億4,205万円 30.1% 給料（基本給） 166万円
地方交付税、交付金、地方譲与税 35億3,022万円 27.1% 給料（諸手当） 149万円
使用料および手数料、分担金および
負担金、諸収入、財産収入、寄附金 7億3,836万円 5.6% パートの収入など 31万円

国・県支出金 26億330万円 19.9% 父母からの支援 110万円
繰越金 4億8,924万円 3.7% 昨年の残金 21万円
繰入金 6億468万円 4.6% 貯金の引出し 26万円
市債 11億7,370万円 9.0% 借金 49万円

合　　計 130億8,155万円 100.0% 合　　計 552万円

市財政の項目 金　額 率（％） 家計簿の項目 金　額
人件費 25億2,299万円 20.0% 食費 106万円
扶助費 24億4,695万円 19.5% 医療費、介護費など 103万円
物件費、補助費 28億5,081万円 22.6% 光熱水費や生活用品の購入、町内会費など 120万円
公債費 15億5,297万円 12.3% ローンの返済 66万円
繰出金 12億2,221万円 9.7% 子供への仕送り 52万円
普通建設事業費、維持補修費、
災害復旧事業費 16億863万円 12.8% 自宅の増改築や修繕、車の買換えなど 68万円

投資および出資金、貸付金 1億8,606万円 1.5% 知人への援助や貸付など 8万円
積立金 2億387万円 1.6% 貯金 9万円

合　　計 125億9,449万円 100.0% 合　　計 532万円

市の歳入

市の歳出

家計簿の収入

家計簿の支出

高萩市の決算を「家計簿」に例えてみました

次年度への繰越金
収入－支出＝20万円
　　　 （4億8,706万円）

　収入総額の552万円のうち、給料は基本給と諸手当を合わせた315万円であり、全体の
約57％を占めています。支出では、食費や医療・介護費、光熱水費などの生活費で329万
円、そのほかにもローン返済や子供への仕送り、自宅の増改築や修繕などの経費がかかるた
め、給料のほかに父母などからの支援を受けたり、借金をしたりすることで何とか家計をや
りくりしている状況です。

令和元年度 国民健康保険の決算状況
　国保は、加入者のみなさんが病気やけがに備え
て国保税を出し合い、必要な医療費に充てる相互
扶助の制度です。
　この国保事業は、市が特定の財源をもとに特定
の事業を行うことから、市の一般会計から独立した
特別会計で経理しています。
　また、平成30年度からは、国保を県と市町村が
共同で運営することとなり、保険給付に必要な費用
は県から市町村へ全額交付される一方、市町村は
県に国保事業費納付金（以下、納付金）を納めてい
ます。
　納付金は、みなさんに納めていただく国保税など
から賄われますが、その国保税は県が市町村ごとの
医療費水準と所得水準を考慮して決めた「標準保険
税（料）率」を参考に決定しています。加入者のみな
さんには引き続き、国保税の期限内納付や医療費
の抑制にご協力ください。

歳出総額 28億2,914万円

被保険者１人当たりの医療費（速報値）

353,063円
（県内44市町村中8位）
※県平均は332,802円

その他
8,107万円 2.9%

保健事業費
2,625万円 0.9%

総務費
5,775万円
2.0%

国民健康保険
事業費納付金
7億5,020万円

26.5%

保険給付費
19億1,387万円

67.7%

歳入総額 28億5,248万円

被保険者１人当たりの国保税額

83,887円
（県内44市町村中39位）

※県平均は95,632円

■問合せ　保険医療課　☎23-2117

❶特定健診・特定保健指導で生活習慣病の発症を未然に防ぎましょう！
❷「ジェネリック医薬品」を活用しましょう！

～医療費抑制のために
　　一人ひとりができること～

一人ひとりの小さな取り組みが、誰もがいつでも安心して医療を受けられる医療保険制度を守り続けることにつながります。
みなさんのご理解とご協力をお願いします。

その他 5,141万円 1.8%
繰入金
3億1,621万円
11.1%

県支出金
19億4,813万円

68.3%

国民健康
保険税
5億3,673万円
18.8%

　本市の令和元年度一般会計決算を歳入歳出の性質別に分け、仮に年収552万円※の世帯として一般家庭の家計に置き換え、家計
簿に例えてみました。なお、市の財政と家計を単純に比較することはできませんので、あくまで目安としてご覧ください。
　※「厚生労働省 令和元年国民生活基礎調査」の1世帯当たりの平均所得額を参考にしました。
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